2012道本部組織労働局発第188号
２０１２年２月６日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　潔
（ 組 織 部 ）
2012男女平等産別統一闘争の推進について（１）
　日ごろのご活動に、心から敬意を表します。

　さて、標記の件ついては、２月３日に行った道本部第115回中央委員会において、第２号議案「自治労北海道本部2012国民春闘方針」として確認されたところです。

　つきましては、下記のとおり取り組みを推進することとしますので、ご多忙の時期とは思いますが、2012春闘期の各種取り組みと結合させた各単組・総支部の積極的な取り組みをお願いいたします。
　

記

道本部第115回中央委員会「自治労北海道本部2012国民春闘方針（案）」より抜粋
【基本的な考え方】

　通年闘争と位置づけた男女平等産別統一闘争は９年目を迎えます。2011春闘時に要求書を提出した単組は137単組（全単組の60.8％）で大きく低下した昨年と比較して増加には転じましたが、全体の約６割にとどまっている状況にあります。また、交渉を行った単組も限られており、地本・単組での取り組みの受け止めが十分とは言えず、まだまだ具体的実践に至っていませんし、男女平等産別統一闘争が重点課題とはなり得ていません。
男女平等の取り組みは、職場・地域・社会において、性別にとらわれず個々の能力が発揮でき、女性にとっても男性にとっても生きやすい社会を作るために欠かすことができない取り組みです。引き続き、2012年度も要求書を提出し交渉を行っていくことを基本に、取り組みを強化していく必要があります。

　改正男女雇用機会均等法（2007年４月）や改正パートタイム労働法（2008年４月）の施行、さらに2005年度からはすべての自治体で「特定事業主行動計画」が実施されるなど、男女平等参画社会を実現する上での法制度上の環境整備がはかられています。公務の関係では、人事院が2009年に育児・介護休業法が改正されたことを受けて、①配偶者の就労状況にかかわりなく育児休業等を取得可、②子の出生後８週間以内に最初の育児休業（「産後パパ育休」）をする場合は再び育児休業を取得可、③３歳未満の子を養育するための超過勤務の免除制度を新設、④子の看護休暇の取得可能日数の拡大および予防接種等を取得要件に追加、⑤介護のための短期休暇の新設－などについて意見の申し出を行いすでに実施されているところですし、2010年には非常勤職員にも育児・介護休業等が適用できるよう意見の申し出を行い、2011年４月１日から実施されました。

　また、人事院は2012勧告における国家公務員制度改革に関する報告の中で、休業中の所得保障の観点から育児休業を取得する男性の３割弱が１カ月以下である状況を踏まえ、「育児休業の期間が１カ月以下の場合には、１回の承認にかかる期間が１カ月以下である育児休業を取得した職員については、2011年12月期の期末手当より支給割合を減じないための所要の措置を講ずる」としています。本来であれば男性職員も短期に限らず必要に応じて育児休業取得を進めるべきところではありますが、今回は、まずは短期間の育児休業を取得する際のデメリットの解消措置に着手した、こととなっています。男性の育児休業取得を進めることは、ひいては女性の採用・登用に大きく寄与するものであり、政府が2010年に閣議決定した「新成長戦略」および「第３次男女共同参画基本計画」では、「男性の育児休業取得率」について「2020年には13％をめざす」（2009年度の国家公務員の育児休業取得実態調査では男性の育児休業取得率は1.6％）とされているところでもあります。
これらの制度を十分活用するためにも、組織全体で男女平等産別統一闘争を重要な課題として捉え、日頃の取り組みや職場実態を検証するとともに、その結果を踏まえて当局（雇用主）と交渉・協議を行うなど、男女平等参画社会の実現に向けた運動サイクルを確立することが必要であり、今後も粘り強く取り組みを進めていかなければなりません。

　今年度も引き続き、春闘期を男女平等産別統一闘争のスタートと位置付けると同時に、全国統一行動に向けた地本・単組の議論の期間として位置づけ、道本部としても男女がともに担う自治労北海道推進委員会などでの議論を進めていく中から、全国統一行動日における取り組みを再構築するとともに、全単組による総行動を追求していくこととします。
【闘争の意義と指標】

　1999年に施行された男女共同参画社会基本法は、その前文で男女共同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進をはかっていくことが重要である」と明記しています。また基本法では、①男女が性別による差別的取り扱いを受けないことなど男女の人権の尊重、②社会制度慣行が、男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響を中立的なものとすること、③国・地方公共団体または民間団体の政策・施策方針の立案および決定への男女共同参画、④家庭生活における活動とその他の活動の両立、⑤国際的協調を基本理念とし、その具体的施策を示すとともに、国、自治体、国民に対して男女共同参画社会の形成に向けた責務が記載されています。

　しかし、北海道内の自治体職場においては、財政危機や市町村合併などを理由に、共働きに対する攻撃や退職強要などの実態も明らかになっています。また、自治体が問われている「住民参加」「住民との協働」を推進するためには、男女平等の意識を浸透させていくことが不可欠となります。自治労にとって職場環境の改善という労働運動の課題と地域の男女平等社会の実現をめざす自治体改革運動の前進をはかるためにも「男女平等産別統一闘争」の取り組みは重要な位置を占めています。

○闘争指標
（１）雇用主要求による男女平等の実現

これまでの格差是正要求の獲得状況を踏まえ、職場・地域の男女平等の実現を要求します。

（２）自治体への政策要求による男女平等の法制度・社会環境の整備

男女平等の視点をもって自治体改革運動を推進し、地域社会における男女平等をめざします。

【闘争の全体イメージ】

○　春闘時に「2012年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書」と同時に「2012年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を提出し、「男女平等基本条例」「男女平等行動計画」や「職場における男女平等」総体の議論を行います。

　　また、職場の実態を把握していく中から、６月の全国統一行動に向けた議論を進めます。

○　６月の中央本部の全国統一行動日に「１単組・１企画」の取り組みを追求します。
○　11月の賃金確定闘争において、男女の賃金差別などを中心にした賃金課題と全体の課題について交渉を行います。

○　12月～１月の当初予算闘争・人員確保闘争についても「募集・採用・配置・昇進などにおける男女平等の実現」などの課題を中心に交渉する（人員確保・採用に関わる交渉の時期が違う単組は、その時期に合わせて行う）など、「男女平等産別統一闘争」の課題を具体的に解決する場として交渉を行います。

【2012年度の具体的な運動展開について】

○道本部の取り組み

①　春闘期に、道・市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

②　６月の全国統一行動に向けて、教宣紙「自治労北海道」特集号による啓発活動を行います。

③　地本と連携した学習・啓発の取り組みをめざします。

④　「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」を着実に実践するための議論を深めます。

○地方本部の取り組み

①　「男女がともに担う地方本部推進委員会」が未設置の地方本部については、今年度内の設置を追求します。また、すでに設置済みの地方本部にあっては、形骸化することなくいっそうの取り組みの推進をめざします。

②　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

③　春闘期に管内市長会・町村会に対する申し入れを実施します。

④　地本として統一獲得目標・妥結基準などを設定し、具体的な要求実現をめざします。

⑤　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。

⑥　全国統一行動に合わせ、単組との連携も含めて地方本部で「１地方本部・１企画」を実施し、推進をはかります。
○単組・総支部の取り組み

①　単組・総支部は女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

②　春闘期の取り組みとして、以下の取り組みを行います。

・統一要求書の一斉提出

　　　　２月15日（水）～22日（水）のゾーンに、全単組が「2012年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」を各自治体首長に対して提出します。

＜重点要求指標＞

ア）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参加計画を制定すること。

イ）地公法13条・改正均等法を遵守し、男女平等の職場とすること。

ウ）募集・採用・配置・昇進・賃金等について、男女別・雇用形態別・職種別・職階別の実態を調査し、差別の是正措置をはかること。

エ）「特定（一般）事業主行動計画」の進捗状況の点検と労使協議の場を確保すること。

・回答指定日

　　　　要求の回答指定日は、２月28日（火）とし、要求の前進をめざします。

・　要求・交渉を進めるにあたり、単組内での議論を深めると同時に、全国統一行動に向けた「１単組・１企画」の議論を、以下を参考にして行います。

ａ．組合員啓発の教宣紙の発行

ｂ．教宣紙「自治労北海道」特集号などを活用した学習会の開催

ｃ．学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし（「男女平等産別統一闘争のてびき」、「レッツ・チャレンジ（改訂版）」などを活用）

ｄ．自治体職場における、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｅ．「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証（一般事業主については、2011年４月から101人以上の事業所にも「行動計画」策定が義務化されることから、策定状況の把握と、すでに策定されている場合は実施状況を把握します）

ｆ．地域街宣・ビラ配布など

③　全国統一行動日に合わせ、地方本部との連携も含めて「１単組・１企画」を実施し、推進をはかります。

	2012年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書

１．男女平等社会実現にむけて
（１）地域の状況を反映した男女平等基本条例または男女平等参画計画を制定すること。策定にあたっては、下記事項を盛り込むこと。
ア　自治体の男女平等行動計画の策定および北京宣言、男女共同参画2000年プラン、男女共同参画社会基本法を踏まえた行動計画の見直しを行うこと。
イ　自治体に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を進め、当面の最低目標値を40％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう公正な運用を行うこと。
（２）「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。

２．職場における男女平等の実現について

（１）『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法13条・改正均等法を遵守し、採用から退職に至るまでの実質的な男女平等の職場とすること。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職強要はなくすこと。

（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善に向けた計画の策定を行うこと。

　（３）募集・採用の差別をせず、男女に平等・公正な就職機会を保障すること。
　（４）教育訓練における差別をなくし、研修・教育プランに男女平等のテーマを盛り込むこと。
（５）福利厚生における男女差別をなくすこと。
（６）配偶者の昇進や昇格に伴う退職勧奨など、定年・退職・解雇における差別をなくすこと。
　（７）実質的な間接差別につながる基準・慣行等を見直すこと。

（８）労働安全衛生委員会における男女平等参画をすすめ、女性や臨時・非常勤等職員の立場から安全で快適な職場づくりに取り組むこと。

３．格差是正について

（１）昇格、昇給、賃金制度の運用に関する格差をなくすこと。
（２）配置・昇進の男女異なる扱いを是正すること。
（３）扶養手当の被扶養者の認定および住居手当の支給にあたっては「世帯主」「主たる生計の維持者」を基準とせず申請した者に認めること。申請手続きについても男女同一の取り扱いとすること。
４．仕事と家庭責任の両立支援制度の充実、労働時間・休日・休暇等の処遇について

（１）仕事と家庭の両立支援策を進めること。
（２）労働者の生涯設計に対応する休暇制度等の新設・充実をはかること。

①　介護休暇４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化、最低６ヵ月に拡大すること。

②　育児休業の５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女共対象は制度化）で制度化すること。最低、対象となる子の年齢を３歳未満に引き上げること。
（３）育児・介護休業法の一部改正を踏まえ、民間・国と同様の所要の措置を講ずること。

　　　①　配偶者が育児休業をしている職員、あるいは配偶者が専業主婦（夫）の職員の場合にも育児休業を取得できるようにすること。

　　　②　産後休暇の期間内に男性職員が最初の育児休業をした場合に、再度の育児休業を取得できるようにすること。

　　　③　３歳未満の子がある職員が当該子を養育するために請求した場合、超過勤務をさせてはならないこととすること。

　　　④　小学校就学前の子を看護する場合の休暇を新設すること。すでに制度化されている場合は期間を拡充し、最低限、当該子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年10日とすること。

　　　⑤　家族を介護するための短期の休暇を新設し、当該家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は10日とすること。

（４）臨時・非常勤等職員についても、民間・国と同様に育児・介護休業の適用拡大を図ること。

（５）育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

（６）育児短時間勤務制度について、後補充の仕組みを明確にすること。

（７）介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

（８）介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

（９）男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。
（10）保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

（11）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果すための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

（12）育児休業及び介護休暇に係わる期間の給与上の取り扱いは、全期間勤務したものとみなし昇給、一時金、退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については2011年11月の人事院規則の改正を踏まえ、早急に改善すること。

５．女性労働者が働きつづけるための条件確保について

（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。

①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。

②　母子保護法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。

③　妊娠障害休暇（つわり休暇）を最低14日とし制度化すること。また、運用の自由を認めること。

④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。

⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものにすること。

⑥　労働基準法66条に基づく、妊産婦の請求による時間外労働時間・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって、代替要員の確保等の条件整備をはかること。

６．次世代育成支援対策推進法について
①　次世代育成支援対策推進法に基づき制定された「都道府県・市町村行動計画」および「特定事業主行動計画」の着実な実施をはかること。

②　「特定（一般）事業主行動計画」に含まれる賃金労働条件に関する事項についての労使協議を行い、改善を図ること。

７．セクシュアル・ハラスメント等の対策について

①　セクシュアル・ハラスメントを含むすべてのハラスメント防止について、労使一体となった取り組みを実施すること。

②　セクシュアル・ハラスメントをなくすための基本方針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や相談・苦情処理のための体制整備をはかること。

③　男女同数・労使同数で構成する苦情処理委員会を設置すること。
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